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１　施策の目的と指標

成果指標

A

B

C

D

２　指標等の推移

※【評価】　○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成

作成日 平成
更新日 平成
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千円

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

義務教育の充実

知・徳・体・食のバランスが整い、生きる力が身についている

事務事業数

国庫支出金

学校教育課

名称

標準学力検査（NRT 検査）において全国標準値を50 とした場合の児童・生徒の総合学力の平均値

不登校の出現率（＝不登校生徒数／全児童・生徒数×100）

問題行動（いじめ、暴力等）の発生件数

体力テスト結果で「A～C」と判定される児童生徒の割合

〇

〇

28年度 29年度事務事業数・コスト 30年度 31年度
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B

C

D

 学力偏差値

各学校で定期的にアンケートを実施し、早期発見に
努め、情報共有のうえで解消に取り組んだ成果であ
ると考えられる。
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件
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各学校とも、体育の授業で体力づくり運動（サーキッ
トトレーニング等）を継続するとともに、運動量の確保
に努めてきた成果と考えられる。
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政策名（基本方針） 教育の健康 施策名

対象

52.4

数値区分

成り行き値

目標値

実績値

30年度 31年度

52.4
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54.7

52.4
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29年度

関係課
施策統括部 教育部

施策主管課

意図児童、生徒

48 48
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141(A)のうち時間外、特殊勤務手当

延べ業務時間

(A)のうち指定経費

685,638一般財源

事業費計  （A）

施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価）
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背景として考えられること評価

〇

△

各学校で課題を分析し、評価問題の活用や授業改
善に取り組んだ成果と考えられる。しかし、小学校の
平均値がかなり高いのに比べると中学校の平均値
は、今一歩伸びていない。

平成２９年度の児童生徒の不登校者数が７９人とな
り、平成２８年度より２２名増加した。不登校の増加は
いくつかの原因があるが、家庭での教育力の低下や
病気などが要因しているものと考えられる。



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】施策の方針

体力テストでＡ.Ｂ.Ｃランク（平均値以上）と判定される児童生徒の割合の成り行き値は、平成26 年度結果が維
持できるものと考え平成28 年度以降各年度72.3％としました。目標値は、平成30 年度までの小学校体育の
社会体育への移行もあるが、これまでの実績値の推移と各学校の体力の実態から判断し、平成28年度を
72.5％に、校長会をはじめ体育主任会で小中連携の取り組みを強化し、平成29 年度以降各年度0.5 ポイント
の増をめざし平成31 年度74.0％と設定しました。

総合学力の平均値の成り行き値は、平成26 年度結果が維持できるものと考え、28 年度以降各年度52.4 と設
定しました。目標値は、第２期の実績を踏まえ最も高かった平均値52.7％を計画年度内に超えるよう、学力充
実の研究指定校制度や学力向上対策委員会の取り組みの更なる充実を図ることにより、平成28 年度を52.6と
し、以降各年度0.2 ポイント増をめざし設定しました。

不登校の出現率の成り行き値は、不登校者数の増加傾向、全国や熊本県の不登校状況を踏まえ、平成28
年度以降を、平成26 年度結果である1.16％から0.1％づつ増加すると設定しました。目標値は、各学校の取り
組みや適応指導員、臨床心理士、スクールソーシャルワーカー等の活用を充実させることで、平成28 年度を
1.0％とし、４年間で出現率を現状値から0.2 ポイント減少で設定しました。

問題行動を起こした児童・生徒数の成り行き値は、学校での豊かな心の育成に向けた取り組みをはじめ学校
と家庭の連携の成果もあり減少してきたが、児童・生徒の増加もあることから、平成26 年度結果である7 件とし
ました。目標値は、厳しい現実もあるが、関係機関の専門的な連携の強化を図り組織的な取り組みを行うこと
で平成28 年度を6 人、以降2 年毎に1 人の減をめざし、平成31 年度を5件と設定しました。C

D

施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価）

教育委員会と地域との連携を強化し、共に生きる力をもつ人を育み、一人ひとりの個性が光り輝く学校教育の推進
をはかるため次の方針を設定します。
・知、徳、体、食のバランスをとって、生きる力を身に付けます。
・問題行動（いじめ、暴力等）の発生を抑制します。
・標準学力検査の平均値をさらに高めるとともに、体力向上についても取り組みを強化します。
・幼保小中連携による、児童生徒の健全育成を目指します。

義務教育の充実シート２

A

B

【３】成果指標の目標設定とその根拠(上段)・成果指標の測定企画(下段)

【２】協働によるまちづくりの具体策（市民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割
・保護者は、自宅学習の徹底と生活リズムの確立（早寝早起き朝ごはん運動、ノーテレビデー、ノースマホデー等）
に努めます。
・地域では、学校で習うことのできない地域文化・芸能等の伝承と子どもの見守りボランティアの実施、強化に努め
ます。
・地域住民やコミュニティは、学校教育への協力（ゲスト・アシスタントティーチャー等）に努めます。
・保護者は、ＰＴＡ活動へ参加します。

イ）行政の役割（市がやるべきこと）
・学校は、こどもの学力・体力の向上と豊かな心の育成を図ります。
・市は、教育環境の整備（学校建築や大規模改造等）充実を図ります。
・市は、市雇用の学校教育活動指導員、教育介護補助員、適応指導員、英語活動指導員、学校教育指導員の充
実を図ります。
・市は、教師の資質や児童生徒の生きる力を高める研究指定校の指定、市施策の浸透のための校長会議、教頭
会議、教務主任会、研究主任会等を実施します。
・市は、いじめ、不登校問題への対応のための生徒指導連絡会議、いじめ不登校対策委員会を定期的に開催し
ます。
・県は、教職員のレベルアップのための研修等を実施します。



【４】施策の現状と今後の状況変化

【５】この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
【１】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

・宅地開発により、児童生徒数が増加しており、平成27 年5 月１日現在で、平成25 年度に比べ特に合志南小学校は148 人、西合志東小
学校が51 人、西合志南小学校が36 人、合志中学校が83 人、西合志南中学校が29 人の増加となっています。校舎増築で対応していま
すが、今後も開発が続き、児童数が増加すると考えられます。
・地域によって児童数が大きく異なり、最も少ないのが西合志第一小学校の74 人、最も多いのが西合志東小学校の1,121 人です。（平成
27 年5 月1 日現在）
・学校給食センターの新設についても、新設校と合わせた検討が必要です。
・新学習指導要領により、小学校、中学校の授業時間数増加に伴い、学力向上へ取り組み、標準学力検査による総合学力は上がってい
ます。児童生徒の学力向上のため標準学力検査を実施し、結果を受け検証を行います。また、児童生徒の学習に対する意識やいじめを
許さない意識の高まりは感じられますが、さらに学習能力を高めるための取り組みやいじめをなくす取り組みが求められます。
・合志市の「教育基本計画」の実現のため年度ごとに「合志市教育努力目標」を定め、取り組みを行っています。
・行政評価の中で教育委員会の自己点検・評価を行うとともに、外部評価委員会を設置し、教育に関する学識経験を有する者の知見の活
用を図っています。
・小中学校全校（10 校）の研究指定を目指し取り組んでいます。なお、研究指定校の基礎学力は着実に伸びています。
・問題行動は、徐々にではあるが確実に減少しており、全体として落ち着きが見られるようになりました。今後も取り組みの強化を図ること
で、児童・生徒が落ち着いた学校生活が送れることが求められます。また、生徒指導ネットワーク会議による児童生徒の健全育成も図って
います。
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により責任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、首長との連携強化が謳わ
れ、教育委員会制度の改革による総合教育会議の設置により教育に関する「大綱」を首長が策定します。
・体力も目標値には届いていませんが、少しずつ改善が見られ、各学校とも体育の授業のみならず休み時間などを利用した体力づくりを
行っています。
・不登校は、平成22 年度は49 人であったが、徐々に減少し平成24 年度は、33人までに減少したが、平成25 年度、平成26 年度と増加し
53 人となっています。多くの生徒が登校できない状況にあるため、今後も取り組みの強化が求められます。

（平成29年度（平成28年度振り返り）の施策評価における議会意見）
・小中一貫校の推進を図ること
・教職員の健康を守り、過重労働解消に努めること
・地域社会や大人との交流を促進し、子どもの社会性の向上に努めること

（平成29年度（平成28年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
・社会変化に対応した教育の環境の整備を図り、教育の更なる充実を図ること
・学校の特長を活かした取り組みをしていくこと
・地域と学校の連携を図ること
・教職員の環境と質の向上を図ること
・引き続き、心身の健康のための取り組みを進めること

※　経営方針からの振り返り、貢献度評価の上位の事務事業を記載
（１）平成29年度の経営方針（平成27年度評価を踏まえた取り組み方針）からの振り返りは以下のとおり。

１．「大規模校の解消を目的に、平成33年4月の開校を目指し分離新設を進める。用地取得、設計、施工など計画的な事業管理に努め
る。」については、分離新設校建設を「公民連携（PFI）事業」にて公募を行ったが、事業不成立という結果となった。しかし、増加し続ける
児童生徒数に対応するため、当初の開校目標年度を最優先した結果、新たに「設計施工一括発注方式」により、建設事業者を公募するこ
ととした。平成30年度中に事業者を決定し、設計及び用地取得を行い、引き続き平成33年4月開校を目指す。

２．「小中一貫教育については、先行実施している西合志中学校区の結果を検証し、学校や地域の特性に配慮しながら、他の2中学校区
への導入を進める。」については、各中学校区とも、西合志中学校区での取り組みを参考に、小中合同研修会や小学校６年生の中学校
での授業の実施など、本格実施に向け、各中学校区の状況に応じた必要な準備が行われている。12月には、各学校の管理職や小中一
貫教育推進の中心となる職員を集めて、西合志中学校区の実践発表の他、次年度に向けた各中学校区の取り組みの方向性を検討する
会議を開催した。

３．「教職員の指導力の向上に努め、児童生徒の個々に応じた指導を行い、『確かな学力』の向上と『生きる力』の育成に向けた授業の工
夫改善を図る。」については、子供達の基礎・基本の定着と、活用力・応用力の育成のバランス良い授業の構築に向けた、「熊本型授業」
の徹底を繰り返し呼び掛けている。「がんばる先生支援事業」で、学校の必要性に応じた研修会等への参加や、全教師の研究授業の実
施により指導力の定着が図られてきている。また、学校教育指導員による5年未満の教員に対する授業指導を行い、子供達への教育力の
向上を図った。
更に、基礎・基本の定着と活用力を高めるためのNIE教育、心豊かな子供達を育てるためのことば教育、意欲のある子供達を育てるための
英語チャレンジ大会及びイングリッシュキャンプに取り組んだ。
４．「不登校や不登校傾向、いじめ等の児童生徒を早期に発見し、原因究明と適切な対応に取り組み問題行動の減少に努める。」につい
ては、
いじめに関しては12月に実施した「心のアンケート」では、いじめを受けたことがあると答えた児童生徒数が小学校で38人（0.8％）、中学校
で24人（1.2％）であった。いずれのいじめについても迅速に対応している。不登校児童生徒に関しては、平成25年度は50名、平成26年度
は53名と増加傾向にあったが、平成27年度に46名と一旦減少した。しかし、平成28年度に57名、平成29年度に79名と増加している。いじ
めや不登校問題については、「いじめ防止基本対策推進法」、市及び各学校での「いじめ防止基本方針」に基づき、合志版コミュニティー
スクールの開催、道徳教育の推進、ことば教育の推進、教育相談員やスクールソーシャルワーカーの派遣などを通じて、いじめ体罰など
の迅速な把握と対応に努めている。さらに、定期的に市生徒指導ネットワーク会議や市生指導連絡会議、市いじめ・不登校対策委員会を
開催し、小中連携の視点で共通理解・共通実践に取り組み、地域住民や関係機関との連携を図り、組織的に取り組んでいる。

５．「ICT教育環境の充実を図る。」については、
ICT環境の整備は、次期学習指導要領で「理念の実現のため不可欠なもの」と位置付けられている。市においては、教職員の校務軽減を
目的にした「校務支援システム」を平成27年度から整備をはじめ、平成29年度より本格稼働し、教職員にも浸透し日常的に利用されてい
る。今後は、児童生徒の学力向上や教職員の授業改善が期待される「電子黒板」等の整備を行う。

（２）事務事業貢献度評価の結果では、平成29年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、小中学校知能・標準学
力検査事業があげられた。貢献した事務事業として、ＮＩＥ推進事業、小中学校教育振興用資器材購入事業、児童・生徒用パソコン整備
事業、小中学校スポーツテスト実施事業、学校給食運営事業があげられた。

施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価） 義務教育の充実シート３



【２】施策の課題

５　施策の29年度結果に対する審査結果
①　政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成30年7月19日）

②　総合政策審議会での指摘事項(平成30年8月2日、9日、27日まとめ  ）

③　議会の行政評価における指摘事項(平成30年9月14日）

６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　平成31年度合志市経営方針(平成30年10月9日）

①小学校における児童の英語力の強化。
②小中連携の更なる取り組みを進めることにより、不登校児童生徒の解消や学力の向上を図ることが必要。
③小中一貫教育を進める。
④地域学校協働本部の立ち上げによる地域学校が一体となった支援をさらに進める。
⑤学校運営協議会を各中学校区に立ち上げ地域と連携しながら学校運営に取り組む。
⑥ＩＣＴ機器の導入により教職員の指導力向上を図るとともに、児童・生徒の学力、体力向上を目指すことが必要。

①地域・家庭・学校の連携を図ること
②いじめの実態把握に努め、きめ細やかな対応とその体制づくりを図ること
③家庭教育力の向上を図ること
④ＩＣＴ教育の充実や教職員の質の向上を図ること

①小中一貫校開設に向け、関係機関との連携を図り、準備を進めること
②児童生徒の学力向上や教職員の授業改善のため、電子黒板の整備を図ること
③不登校への対応やいじめ等の撲滅に努め、スポーツ環境の整備を図ること

①小中一貫教育について、今までの検証を基に各中学校区の特色を生かしながら、平成３２年度からの全面実施
に向けた準備調整を行う。

② 不登校や不登校傾向の児童生徒に対して、家庭や専門機関と一層の連携を図り適切な対応に取り組む。また、
いじめや問題行動については、学校や家庭等の連携により、早期発見、早期解決に取り組む。

③平成３２年度から実施される小学校３年生からの英語教育について、昨年度に引き続きスムーズな移行を図る。

④教育施設の計画的な整備に努める。また、平成３３年４月開校を目指し、分離新設を進める。

⑤ICTの効果的な活用を推進することで、授業改善を図るとともに、教職員の多忙感の軽減を目指す。

義務教育の充実施策マネジメントシート（29年度目標達成度評価） シート４

・教育相談や適応指導教室等により、不登校傾向にある児童生徒の早期発見、早期対応が必要です。
・幼保小中連携の強化を図り、支援の必要な児童生徒への対応が必要です。
・いじめ不登校対策委員会等の取り組みにより、積極的な生徒指導の推進と規範意識の向上が必要です。
・新学習要領のねらいを踏まえた研究授業の推進と体制づくりが必要です。
・体力向上のための共通実践化を図り全体的な底上げが必要です。
・住宅開発等による児童生徒の増加に対応するため分離新設校の整備が必要です。また、児童・生徒の安心安全
確保のため、老朽化した施設等（校舎、体育館、プール、グラウンド）の整備を計画的に進めることが必要です。
・給食センターと学校単独調理場が混在しています。単独調理場の老朽化及び分離新設校の給食施設整備に伴
い、給食のあり方を検討し、児童・生徒に安心、安全な給食を安定的に提供できる給食センターの整備が必要で
す。


